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建設業法の第２６条（主任技術者及び監理技術者の設置等）（電気工事）
	








１項
主任技術者





	
イ．高等学校（実業学校）を卒業後５年以上の実務経験又は大学・高等専門学校を卒業後３年以上の実務経験 「第７条・２・イ項準用」
　　電気工事 ・・・・・・電気工学、電気通信工学
　　電気通信工事 ・・・・・・同　　上
　　消防施設工事 ・・・・・・建築学、機械工学、電気工学
　　機械器具設置工事 ・・・・・・同　　上

	
	
ロ．１０年以上の実務経験         「第７条・２・ロ項準用」

	
	
                        


ハ．建設省告示第352号


　　（Ｓ４７．３．８）
「第７条・２・ハ項準用」                       
	

電気工事
	①　１・２級電気工事施工管理技士の合格者
②　技術士（第２次試験の電気・電子部門又は建設部門の合格者）
③　第１種電気工事士免状取得者
④　第２種電気工事士免状交付後３年以上の実務経験者
⑤　電気主任技術者（１・２・３種）免状交付後５年以上の実務経験者
⑥  建築設備士資格取得後１年以上の実務経験者
⑦　一級計装士資格取得後１年以上の実務経験者

	
	
	
電気通信工事
	
①　１・２級電気通信工事施工管理技士の合格者
②　技術士（第２次試験の電気・電子部門又は建設部門の合格者）
③　電気通信主任技術者免状交付後５年以上の実務経験者

	
	
	
消防施設工事
	
① 甲種又は乙種消防設備士の免状交付者

	
	
	
機械器具設置工事
	
① 技術士（第２次試験の機械部門の合格者）

	


２項
監理技術者
	


電気工事
	
①一級電気工事施工管理技士又は技術士 （第２次試験の電気・電子部門又は建設部門の合格者）
  建設省告示第1、317号（S63.6.6）　「第15条・2・イ項準用」
②１項に該当する者のうち、発注者から直接請負その代金が4,500万円以上で２年以上指導監督的な実務経　験者　 「第15条・2・ロ項準用」
③特別講習者　（現在はなし）
  建設省告示第128号（H1.1.30）　「第15条・2・ハ項準用」
  ただし、指定建設業は①又は③のみ

	




２項
監理技術者
	

電気通信工事
	
① 一級電気通信工事施工管理技士又は技術士（第２次試験の電気・電子部門の合格者）
②１項に該当する者のうち、発注者から直接請負その金額が4,500万円以上で２年間以上指導監督的な実務経験者

	
	
消防施設工事
	
①１項に該当する者のうち、発注者から直接請負その金額が4,500万円以上で２年間以上指導監督的な実務経験者

	
	

機械器具設置工事
	
① 技術士（第２次試験の機械部門の合格者）
②１項に該当する者のうち、発注者から直接請負その金額が4,500万円以上で２年間以上指導監督的な実務経験者

	

３項
専任の主任技術者又は監理技術者
	

公共性のある工作物の設備工事で3,500万円以上の案件の技術者は、専任の主任技術者又は監理技術者とする。

	

３項
監理技術者を補佐する者



	
電　気　工　事

	
① ２項に該当する者
② １級電気工事施工管理技士の技術検定の第一次検定に合格したもの（一級施工管理技士補）


	
	
電気通信工事
	
① ２項に該当する者
② 一級電気通信工事施工管理技士の技術検定の第一次検定に合格したもの（一級施工管理技士補）


	

３項
監理技術者を補佐する者

	
消防施設工事
	
① ２項に該当する者


	
	
機械器具設置工事
	
① ２項に該当する者


	
５　項
監理技術者資格者証
（H6.6.29改正）
	
指定建設業で国、地方公共団体その他政令で定める法人が発注者の工作物の専任の監理技術者は、指定建設業監理技術者資格者証の交付を受けた者
現在の指定建設業（土木工事業、建築工事業、管工事業、鋼構造物工事業、舗装工事業、電気工事業※、造園工事業※） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ※新たに追加 （H8.6.29）

	
現場代理人届
及び
主任技術者届
	

職歴の欄には、会社歴及び資格要件に足りうる工事歴を記入されること



 電気工事士法による資格
	
資格の種類
	
工事の範囲
	
受験資格

	

第１種電気工事士
	
一般用電気工作物及び
自家用電気工作物（500kw未満）の作業
ただし、特殊電気工事を除く
	
①　大学及び高専において電気工学に関する課程を修めて卒業した者にあって卒業　後３年以上の従事
②　①以外の者にあっては５年以上の従事
③　電気主任技術者免状の交付を受けた後、電気工作物の工事、維持また運用に関　する実務に５年以上の従事

	
第２種電気工事士
	
一般用電気工作物の作業
	
①　通商産業省令で定める第２種電気工事士たるに必要な知識及び技能に関する課　程を終了した者
②　旧電気工事技術者検定規則による検定に合格した者
③　旧電気工事人取締規則による免許を受けた者であって、業務に１０年以上従事　した者

	
特殊電気工事資格認定証
	
自家用電気工作物（500kw未満）の
特殊（ネオン工事及び非常用予備発電装置工事）なものの作業
	
電気工事士の交付を受けた者、ネオン工事（非常用予備発電装置工事）に５年間以上の実務経験を有し、ネオン工事（非常用予備発電装置工事）資格認定講習を終了した者

	
認定電気工事従事者認定書
	
自家用電気工作物（500kw未満）の
簡易（600ｖ以下で使用する電気工事）なものの作業
	
①　第１種電気工事士試験に合格した者
②　第２種電気工事士免状及び電気主任技術者免状の交付後、３年以上の実務経験を有し、又は通商産業大臣が指定する者が認定電気工事従事者認定講習の課程を終了した者


[bookmark: _GoBack]
